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第１１７回：政治事件か、はたまた殺人事件か？ 

 

重慶発の地殻変動が中南海を揺るがし始めたと思ったら、国際謀略事件として海外にも飛び火しそうな

雲行きとなってきた。重慶に独立王国を築き今秋の共産党大会でトップナイン入りを目指していた薄熙来・

党中央政治局委員が、側近の王立軍公安局長による米国領事館亡命事件で蹉跌をきたし、重慶市党書記

を解かれたあと音信不通となっていたが、昨晩中国の国営メディアは、薄熙来の党内職務停止と、谷開来

夫人の殺人容疑による検察送致を発表した。 

皇帝の玉座を狙った野心家は、皮肉な事に嘗ての皇帝の避暑地北戴河（ほくたいが）で規律検査委員会

の調査を受けているようである。薄熙来の容疑が確定次第、彼の党籍は剥奪され、「同志」の肩書も外され、

単なる悪漢としてその身柄が司法当局に移されることになるだろう。 

 

新華社ウェブサイトの本日のトップ記事はもちろん薄熙来事件であり、こんな見出しが画面を飾っている。

中国語を学んだことのない人でも意味は分かるだろう。 

「中共中央決定対薄熙来同志厳重違規問題立案調査」（＝中国共産党中央は薄熙来同志による厳重な

規律違反問題の調査開始を決定した） 

「人民日報評論員：堅決擁護党中央的正確決定」（＝人民日報評論員：共産党中央の正しい決定を断固

擁護しよう） 

香港報道の見出しは更に面白い。日刊紙「明報」は薄熙来の失脚を半分揶揄しながら、こう伝えている。 

「妻渉殺人 薄熙来完蛋 捲毒殺英商案 逐出政治局」（＝妻の殺人関与でゲームオーバー、薄熙来・・

英国商人毒殺事件に巻き込まれ政治局から追放さる） 

 

正直なところ、半年以上前から薄熙来の失脚を予言公言してきた吾が身にとって、胸のすく報道である。

しかし喜んでばかりはいられない。本件はいつの間にか国際謀略事件に発展しそうな雲行きとなってきた。

まるでフレデリック・フォーサイスの「オデッサファイル」を読んでいるような緊張感があり、喜んでばかりはい

られないと口では言いながら欣喜雀躍しているのである。 

薄熙来と親密な関係を築いてきた一部の日本企業は当然ご存じだろうが、薄熙来夫人の谷開来女史は

弁護士として、手広く法律事務所やコンサルタント会社を経営してきた。彼女が経営する会社の多くに彼女

の英文名 Horus L. Kai が使われており、それらの会社にリテイナー・フィーを払っている顧客名簿を見れば、

薄一族の金脈と人脈が明らかになるだろう。因みに彼女の英文名 Horus L. Kai の L. Kai は谷開来の Kai Lai

に違いないが Horus は何を意味するのかよく分からない。彼女の姓「谷」は Gu と発音するので、Horus とは

一致しない。英語Horus（ホルス）とはエジプト神話に登場する天を支配する戦いの神を指す。もしかすると、

戦神に自分をなぞらえたのかも知れないが、エジプトの全能神も中国の閻魔様には勝てなかったようだ。 

 

その彼女の逮捕容疑が、薄一族と緊密な関係にあり、ビジネスパートナーでもあった英国人ビジネスマン
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の毒殺容疑というから、ことは穏やかではない。酒を飲まないヘイウッド氏が酒を飲み過ぎホテルの部屋で

死亡しているのが発見され、遺体は検視もせずに例の高速列車事故並みのスピードで火葬されてしまった

が、実が仕組まれた殺害事件であったという。ヘイウッド氏の職業はビジネスコンサルタントというが、彼が

関わってきたHakluyt & Coという会社は英国情報部（００７＝ジェームズ・ボンドが所属するMI６）に関連する

企業である。薄熙来側近の王立軍（前重慶市副市長兼公安局長）は、英国人殺害事件に谷開来夫人と薄家

の張暁軍という使用人が関与していると報告したため、薄熙来の怒りに触れて公安局長を解任された。この

ままでは間違いなく殺されると確信したから、証拠書類を持って米国領事館に逃げ込んだと噂されてきたが、

何とそれが嘘偽りのない真実であったことが明らかになった。事実は小説より奇なりである。それにしても

八千万人の共産党員の頂点に立つ政治局委員が殺人事件に関与していたとは党史に残る大事件である。

しかも嘆かわしいのは、破廉恥事件であることだ。単なる権力闘争に絡む政治事件ではないのである。 

 

政府高官が職権を利用して悪事を働けば、蜜の周辺に数多くの寄生蟲が群れ集う。蟲どもが共存共栄で

仲好くしているうちはウィン・ウィンの蜜月関係だが、もし彼らが仲違いすれば政府高官のクビがすっ飛ぶよ

うな証拠がいくらでも出てくるだろう。それを防ぐためには相手を金銭や利権で懐柔するか、それとも殺すし

かない。一般人が他人を殺すのは簡単な技ではないが、権力者は別である。これまで重慶で強引な暴力団

撲滅運動を展開し、人権を無視した拷問や不法尋問を重ねてきた薄熙来の周辺には数多くの暴力装置が

転がっており、電話一本で何時でも鉄砲玉が利用可能だったのだろう。暴力団を壊滅させるのは立派だが、

いくら天下の悪漢でも相手の人権は守ってやる必要がある。これは日本人にとっては常識だが「法律よりも

常識が優先する」と公言する中国では少しニュアンスが違うようである。不法な尋問や拷問を調査手段に使

えば、正義が犯罪に転落してしまうのである。 

 

この事件はまだまだ続きがありそうだが、この事件が苦い教訓となり中国の政治改革は徐々に進むこと

になろう。中国はイギリスのアクトン卿が喝破した「権力は腐敗する。絶対的権力は絶対に腐敗する」という

テーゼの重みをかみしめる必要がある。温家宝首相が何度も挫折しながら、政治改革の必要性を説く所以

である。中国が２１世紀の覇者となるためには、政治改革と政治監視システムの構築が必要不可欠であり、

避けては通れない道なのである。（了） 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。   

                                        平成２４年４月１１日   

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱 UFJ 信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 
手数料等およびリスクについて 
①株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2075％（税込み）（約定代金が260,869円以下の場合は、

3,150 円（税込み））の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得いただく場合には、購入

対価のみをお支払いいただきます。 

 国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8400％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 外国株式は、株価の変動および為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0840％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.20％（税込み）（約定

代金が 2,625 円に満たない場合は、2,625 円（税込み））の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金

が必要となります。 

 株価指数先物・株価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損

失が生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


